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相鉄アメニティライフ株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 28年７月 29日開催の取締役会において、下記のとおり、相鉄アメニティライフ株式会社の株式を

取得し、子会社化することについて決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

相鉄アメニティライフ株式会社は横浜市において認可保育所および民間学童施設の運営を主な事業としており、

同社の株式を取得し子会社化することで、重点拠点の一つである横浜エリアの事業展開の充実を図るものであり

ます。 

 

２．異動する子会社（相鉄アメニティライフ株式会社）の概要 

（１） 名 称 相鉄アメニティライフ株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県横浜市西区北幸二丁目９番 14 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 取締役社長 杉原 正義 

（４） 事 業 内 容 託児所及び保育所の経営など 

（５） 資 本 金 70 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 13年１月 25日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 相鉄ホールディングス株式会社（持株比率 100％） 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 

 純 資 産 124百万円 142百万円 173百万円 

 総 資 産 392百万円 386百万円 420百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 356,972円 408,322円 494,463円 

 売 上 高 576百万円 518百万円 570百万円 

 営 業 利 益 △4百万円 5 百万円 49 百万円 

 経 常 利 益 △3百万円 6 百万円 49 百万円 

 当 期 純 利 益 △3百万円 17 百万円 30 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △10,126 円 51,350円 86,141円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ―   ―   ―   

 



 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 相鉄ホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県横浜市西区北幸二丁目９番 14 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 林 英一 

（４） 事 業 内 容 グループ経営事業 

（５） 資 本 金 38,803百万円（平成 28年３月 31日） 

（６） 設 立 年 月 日 大正６年 12 月 18日 

（７） 純 資 産 115,399百万円（平成 28年３月 31日） 

（８） 総 資 産 454,330百万円（平成 28年３月 31日） 

（９） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 小田急電鉄株式会社 6.57％（平成 28 年３月 31 日） 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の所 有株 式数   0 株（議決権の数： 0 個）（議決権所有割合： 0％） 

（２） 取 得 株 式 数  350 株（議決権の数：350 個） 

（３） 異 動 後 の所 有株 式数  350 株（議決権の数：350 個）（議決権所有割合：100％） 

取得価額につきましては、公認会計士等の第三者機関により一般的な価額算定方法により算出した株価算定 

結果を勘案し決定しておりますが、秘密保持義務の観点から開示は差し控えさせていただきます。 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 28年７月 29日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 28年７月 29日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 28年９月 30日（予定） 

 

６．今後の見通し 

  本件株式取得による平成 29 年３月期当社連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。 

なお、今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 

 

 


